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21 世紀の多国籍企業の研究開発投資とその果実
― USDIA2004 と FDIUS2002 の比較をもとに ―
関　下　　　稔 *
Royalties and License Fees Acquired from the Expenditures for Research 
and Development of Transnational Corporations
SEKISHITA, Minoru
Transnational Manufacturing Corporations expend much amount of expenditures for 
research and development（R&D）for international production and acquire lots of fruits of 
royaltiies and license fees（R&F）. U.S. TNC's expenditures for R&D totaled 236 billion 
dollars in 2008. Expenditures by U.S. parents accounted for 199 billion dollars which shared 
70.3% as a percentage of R&D by all U.S. business, whereas expenditures by foreign 
affiliates accounted for 37 billion dollars. On the contrary in 2008 majority-owned U.S. 
affiliates of foreign company performed 41 billion dollars in R&D, which shared 14.3% as a 
percentage of R&D by all U.S. business. 
Royalties and license fees（R&F）consist of receipts and payments by TNCs for the use or 
sale of intangible property or rights, such as patents, industrial processes, trademarks, 
copyrights, franchises, designs, know-how, formulas, techniques, mamufacturing rights, and 
other intangible assets or proprietary rights. Ratio of R&F to R&D, named rates of return 
on R&D, is very high in U.S. TNC, whereas is very low in majority-owned U.S. affiliates of 
foreign company. It shows a remarkable difference of the character of U.S. transnationals 
and foreign ones. U.S. transnationals are production-oriented in the global level, whereas 
foreign transnationals are commercial-oriented in the U.S.. We study in detail on R&D and 
R&F of transnational corporations in this paper.
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はじめに
他の企業に先駆けて時代の先端をいくような新製品を開発し、市場を席捲してシェアを伸ば
し、競争上優位な位置を占めたいという野望はどの企業にも強い。そのためには研究開発
（research and development, R&D）投資は不可欠である。周知のように、アメリカは革新的
な技術の開発と新製品の実現というイノベーションを連続して達成することによって、未曾有
の経済成長と生活水準の向上を勝ち取り、かくして戦後の世界経済をリードしてきた。このこ
とは海外進出しているアメリカ多国籍企業にとっても同じである。筆者はアメリカ多国籍企業
にとって、研究開発が極めて大事であり、その技術優位がアメリカ多国籍製造企業の力の源泉
であり、同時に大いなる利益源泉にもなっていることを事あるごとに強調してきた。そして 21
世紀初頭の世界の多国籍企業の研究開発投資の動向を、UNCTADの「ワールドインベストメ
ントレポート」を基にして一瞥した１）。そこでは、世界的にはアメリカ多国籍企業の R＆ D投
資が抜きん出ていること、その国際展開に当たっては、開発したばかりの最新鋭の先端技術の
「秘匿」による技術優位の確保と、すでに普及している既得技術の「伝播」を進んで実施して、
そこからの技術特許料収入（royalties and license fees, R&F）の獲得を目指す二面戦略がその
基本にあること、さらにこの国際化の展開に当たっては海外子会社がそのための先兵の役割を
果たして、研究開発の波及と現地化が進み始めていること、しかしそのことは世界的な成長の
達成と同時に、世界の平準化を生んで、その結果、アメリカの優位性は次第に浸食され、21 世
紀を迎えてアメリカのイノベーションをどう再構築するかが緊急課題になっていることなどを
明らかにした。最後のアメリカのイノベーション再構築戦略に関しては、これを国家戦略とし
て展開する必要がかつてなく強まり、21 世紀のアメリカの競争戦略としてその方向と内容が模
索されているが、それに関しては、別稿で詳しく検討した２）。このように、R＆ Dとそこから
の果実である R＆ Fは多国籍企業のいわば命綱であり、その解明は極めて重要な課題である。
しかも、近年「ICT革命」と喧伝された情報・通信の革新と普及によって、知識中心の新た
な時代（トフラー流には「パワーシフト」）が到来し、そこではこれを知的財産権（以下「知財」
と短縮して表現する）として確立し、私有財産制の延長上に知識の私有化と商品化が一段と進
み、しかもそれを資本として包摂する知識取扱い資本―一般には「知識資本」と呼ばれてい
る―が台頭して、知財優位のビジネスモデルが隆盛になってきた。かくしてそれを生み出す
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知的営為の主体は、従来は科学者、技術者という独立した名称で、自立した専門家集団として
企業外にも広範に存在していたが、その多くが今日では科学技術労働者（scientists & 
engineering workers, S&E）、あるいは「クリエーター」などの名称の下に資本の支配下に包
摂され、断片的な知識の切り売りと知識労働の高密度化・高付加価値化がまことしやかな理屈
付け―たとえば知識経営とかクリエイティブクラスといった―の下で展開されるようになっ
た。しかも有形のモノを作り出すための創意・工夫に依拠するパテント中心―プロパテント
政策―から、それ自体が無形の創造物であり、かつ大衆的な共感と同意を得るための想像に
重きを置くコピーライト（著作権）に収斂される知識活動へとその重点が変わってきた。これ
は価値の創造（モノづくり）に関わる知的活動から、価値の実現（マーケティングやブランド
に象徴される）に結びつく知的活動への重心の移動でもある。あるいは仮設された知的想像世
界―時空を超越した一個のバーチャルワールド―の中で頭脳の働きの助けを借りて、それ自
体が無形のものから無形のものが作られて商品化される、各種ソフトやコンピュータの設計図
やアニメーションやファッションや音楽やゲームなどに結びつく、広くコンテンツビジネスと
か、イメージの世界と総称される分野が幅をきかせる時代の到来でもある３）。
ところで、筆者は 21 世紀のグローバリゼーションの進展と情報通信の革新が生み出した新
たな世界の動きを大いなるパラダイムシフトとして考え、その中での多国籍企業の実態と変容
を解明すべく、いくつかの試論を最近、展開してきた。最初は 21 世紀の多国籍企業の概要を
全体的に概括することをおこない、次いで企業内貿易に焦点を当てて、その中心に位置するア
メリカ多国籍企業の海外展開と外国多国籍企業のアメリカでの活動を比較しながら、総体とし
てその動向を論じた４）。本稿は、この後を受けて、同じく 2004 年のアメリカの対外直接投資に
関するベンチマークサーベイと、2002 年の対米直接投資のベンチマークサーベイを基礎資料に
して、R＆ D投資とその果実（R＆ F）についての分析をおこなってみたい。筆者は、広く知
的な成果が企業活動の内部に取り込まれ、そこから膨大な利益が生み出されることを特別に注
視してきたが、それらを概念的にはグッドウィルという範疇で括ってきた。しかしその実態に
関しては、これまで統計的に確定させてはいない。本稿はこれに立ち入って、多国籍企業の利
益源泉としての利潤、利子、配当などとも比較しながら、その位置と役割を確定してみたい。
なお展開の順序は前稿と同様、最初にアメリカ多国籍企業の海外進出に伴う R＆ D活動とそ
の果実としての R＆ Fについて分析し、後段では外国多国籍企業の在米子会社との関係での
同様の活動を扱い、最後に両者を比較して、その含意をまとめてみたい。
1．アメリカ多国籍企業のR＆Dと R＆ Fー USDIA2004 の分析ー
ここで主に検討の素材としたのは、アメリカ商務省（Department of Commerce）の経済分
析局（Bureau of Economic Analysis, BEA）が 5年に一度実施しているアメリカ多国籍企業の
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海外直接投資に関する包括的で詳細なベンチマークサーベイで、2004 年に実施され、2008 年
にその最終版が公表された U.S. Direct Investment Abroad 2004: Final Benchmark Data, U.S. 
Department of Commerce, November 2008 である。これは詳細ではあるが、単年度における
動向を見たものなので、この 10 年間程の歴史的な推移を踏まえてみよう。そこでまず最初に
アメリカ全体の R＆ D投資に占める多国籍企業の位置を確定してみよう（第 1表）。この 10
年間余の傾向を見てみると、アメリカの企業全体の研究開発（R＆ D）支出の、最低でも
67％、最大では 78％ほどの割合をアメリカ多国籍企業親会社は占めていて、2008 年には総額
で 2000 億ドルに迫る金額を R＆ Dに支出している。このことは、アメリカ多国籍企業がアメ
リカの研究開発投資の先陣を切り、かつその中心に位置していることを雄弁に物語っている。
多国籍企業なくしてはアメリカの研究開発投資は成り立ちえないし、この多国籍企業の旺盛な
R＆ D活動こそがアメリカのイノベーションを生み出す大きな原動力になってきたといっても
けっして過言ではないだろう。そしてこれを基に世界に大きく飛翔していき、今やその頂点に
君臨するようになっている。
このように圧倒的な比率を占めるアメリカ多国籍企業の R＆ Dそのものを次に概観してみ
よう。第 2表はまず親会社による R＆ D投資を産業別に見たものである。2004 年に総額で
1642 億ドルを支出しているが、親会社の R＆ D投資は当然のことながら、親会社自身のため
のものがほとんどを占めている（87.2％）。ただしそれ以外に連邦政府の行う研究開発への参
加が 10％ほどあり、それらに比すと、自己の海外子会社と非関連企業に向けられたものはごく
わずかにすぎない。なお、R＆ Dは計画されたもの（funded）と、実際に実行されたもの
（performed）の二つの額で表示されるが、新製品を生み出すという未知の世界への探求なので、
実績額が往々にして予定オーバーになりがちなもので、当初の予定額よりも多くなる傾向にあ
る。その差額は 137 億ドルほどになっている。もっともこれは最大の理由ではないが、けっし
て無視できない理由としては、研究開発投資には税制上の優遇や減価償却費などの会計処理上
の各種の特例措置―たとえば経費扱いや加速度償却の一部に算定するなど―がしばしば設け
られていて、それを利用するために、あらかじめ研究開発の枠を多めに確保しておいたり、あ
るいは株主への一種のデモンストレーション効果―つまりは株価への反応―を狙った潤沢な
研究開発費の確保を謳ったりすることもある。それらが複合されて、両者の差が生まれたりす
ることになる。
次にこれを産業別の内訳で見ると、製造業の中の化学（25.3％）、とりわけ製薬（325 億ドル、
19.8％）、コンピュータ（342 億ドル、20.8％）、輸送機器（356 億ドル、21.7％）が突出している。
これらは今日の大衆需要の多い代表的な産業であり、したがってそこでの競争が熾烈を極め、
かつ研究開発による新製品の開発が強く求められている産業群でもある。ただし、この中では
輸送機器だけはやや例外的で、連邦政府の開発計画によるものがかなりの比率を占めている。
その意味では自動車に代表される成熟段階を迎えているこの分野の中で、自動車以外は連邦政
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第２表　アメリカ親会社による産業別研究開発（R&D）投資内訳：計画と実績（2004 年）
 （単位：100 万ドル，％）
Ⅰ実績 Ⅱ計画 Ⅰ－Ⅱ
（①＋②＋③＋④） ①親会社用 ②連邦政府用 ③海外子会社用 ④非関連企業用
鉱業 （D） （D） 4 2 1 （D） （D）
ユーティリティーズ 26 26 （※） 0 0 （D） （D）
製造業 129,246（78.7） 112,489 15,104 857 796 118,088 11,158 
化学 41,459（25.3） 40,879 （D） 301 （D） 42,889 -1,430 
製薬 32,507（19.8） 32,168 1 268 70 34,084 -1,577 
機械 4,968（ 3.0） 4,342 （D） （D） （D） 4,733 235 
コンピュ ター・電子 34,187（20.8） 32,189 1,533 308 158 33,454 733 
コンピュ ター・周辺機器 7,176（ 4.4） （D） （D） 28 （※） 7,033 143 
通信機器 9,253（ 5.6） 9,234 6 （※） 13 9,405 -152 
半導体・その他電子 13,021（ 7.9） 12,740 2 259 20 13,783 -762 
輸送機器 35,580（21.7） 22,383 13,036 96 65 23,899 11,681 
自動車 15,264（ 9.3） 15,164 （D） （D） 46 16,370 -1,106 
卸売り （D） 4,673 11 （D） 53 5,372 （D）
情報 14,657（ 8.9） 13,002 （D） 686 （D） 13,288 1,369 
出版 11,029（ 6.7） 10,939 0 91 （※） 10,961 68 
金融・保険 221（ 0.1） 221 0 0 0 221 0 
専門・科学・技術サ ビース 13,216（ 8.0） （D） （D） 155 464 （D） （D）
コンピュ ター設計・関連 8,983（ 5.5） （D） （D） 121 290 8,786 197 
その他 1,523（ 0.9） 1,437 （D） （D） （D） 1,458 65 
合　　計 164,189（100） 143,158（87.2） 16,853（10.3） 1,906（1.2） 2,273（1.4） 150,508 13,681
（注）　（D）…開示不可。（※）…50 万ドル未満。産業は大分類は全て掲載。小分類は主なもののみ。
（資料）U.S. Department of Commerce, U.S. Direct Investment Abroad:2004 Final Benchmark Data, 
2008, TableⅡ，U1, p.75 より作成。
第 1表　アメリカ多国籍親会社ならびに在米外国子会社のR&D支出の推移：1997 － 2008 年
 （単位：100 万ドル，％）
１.アメリカ親会社 ２.全米企業 ３. アメリカ親会社
の比率（1／2）
４.在米外国子会社 ５. 在米外国子会社
の比率（4／2）
６. アメリカ親会社
と在米外国子会
社の比較（1／ 4）
1997 106,800 157,739 67.7％ 17,216 10.9％ 6.20
1998 113,377 169,180 67.3 22,375 13.2 5.07
1999 126,291 182,711 69.1 24,027 13.2 5.26
2000 135,467 199,539 67.9 26,180 13.1 5.17
2001 143,017 198,505 72.0 26,463 13.3 5.40
2002 136,977 193,868 70.7 27,507 14.2 4.98
2003 139,884 200,724 69.7 29,803 14.8 4.69
2004 164,189 208,301 78.8 30,083 14.4 5.46
2005 177,598 226,159 78.5 31,099 13.8 5.71
2006 184,428 247,669 74.5 34,625 14.0 5.32
2007 203,678 269,267 75.6 40,967 15.2 4.97
2008 199,105 283,238 70.3 40,519 14.3 4.91
（資料）U.S. Department of Commerce, Survey of Current Business, August 2010, Table8, p214, ならびに
November 2010, Table9, p.53 より作成。
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府の開発計画―多分軍事用だと推測される―に結びついて、多くの研究開発費（連邦用に
130 億ドル）を投入していて、民生用の自動車（151 億ドル）とは異なる方向を示している。
そうした意味では、バイオテクノロジーと結びついた製薬や ICTを支えるコンピュータの隆
盛といった、大衆需要の世界とははいささか質を異にしている。さらにインターネットやソフ
トと結びついた情報も額が多い（約 147 億ドル、8.9％）。ついでにいえば、コンピュータの設
計を含む専門・科学・技術サービス（professional, scientific, and technical service, PST）も
多くの研究開発費（132 億ドル、8.0％）を割いている。かくしてこれら 5部門（製薬、コンピュー
タ、輸送機器、情報、PST）を合計すると、1301 億ドルで、実にアメリカ多国籍企業全体の R
＆ D支出の 79.3％にまで上っている。その意味では、アメリカ企業が万遍なくどこでも R＆
D投資をしているわけではなく、一部の成長産業に偏って集中的に投資されていることに留意
しておかなければならないだろう。
第 3に今度はこれを海外子会社サイドから見てみよう（第 3表）。海外子会社は 258 億ドル
の R＆ D投資をおこなっていて、総額では親会社のそれの 6分の 1程の規模である。決して
額としては巨額ではない。そこでは製薬（48 億ドル、18.9％）、コンピュータ（51 億ドル、
19.6％）、自動車（74 億ドル、28.5％）が断然多く、合わせると、173 億ドル、67％にまで達す
る。それに比べると、PST（20 億ドル、7.7％）はともかくとして、情報（6億ドル、2.2％）
は先の親会社サイド程には、その比率は大きくない。また親会社を含む同一企業内での R＆ D
支出が全体で 38 億ドル、14.9％もあり、一定の大きさを構成している。このことは、海外子
会社の場合は親会社を中心とした企業内での結びつきが強いことを示していて、自主的、自立
的に単独で R＆ Dを実施しているとはいえず、むしろ親会社組織の一部として、その中に包
摂された全体としての研究開発活動の一部を担っていると考えてよいだろう。一方、これを国
別に見てみると、イギリス（54 億ドル）、ドイツ（42 億ドル）を双璧とする EU25 カ国（160
億ドル、62.1％）、それに日本（16 億ドル、6.3％）とカナダ（27 億ドル、10.6％）を合わせた
先進地域が中心で、それらを合計すると、79％、203 億ドルにも達している。先進国におかれ
ている海外子会社がその中心を担っていることは、明白である。ただし少し異例なのは、イス
ラエル（9億ドル、3.4％）、シンガポール（7億ドル、2.7％）、それにアイルランド（8億ドル、
3.2％）の存在で、これらの国の海外子会社がかなりの比率を占めていて（合計すると、24 億
ドル、15.6％に達する）、無視できない規模である。これらの国におかれているアメリカ多国
籍企業の子会社は、特別の役割を持っているといえるのではないか。本来なら国別・産業別に
クロスさせると判明することなのだが、残念ながら、そうすると開示不可（D）が多くなって
しまって実態が不明なので、推測の域を出ないのだが、これらの国がコンピュータや情報通信
に強いことを考えると、こうした産業やそれに関連したサービス部門の開発に主力をおいてい
ると推測してもよいだろう。その意味では在先進国海外子会社だけに研究開発活動を固定して
考えてはならない。その点では、多国籍企業の海外子会社の形態と種類を筆者はかつて分析し、
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それをいくつかのパターンに分類したが５）、その中には研究開発子会社というものもある。と
りわけ、グローバリゼーションの進展、とりわけ拡大 EUの登場は、国を超えた広域な活動が
可能になったので、研究資源の集積地に実験施設や情報集積拠点や共同開発機関―産学共同
―などの役割を担う研究開発子会社を一大消費地や生産基地とは別の所に設ける可能性が高
第３表　海外子会社による産業別ならびに国別の研究開発（R&D）投資内訳：計画と実績（2004 年）
 （単位：100 万ドル，％）
Ⅰ実績 Ⅱ計画 Ⅰ－Ⅱ
（①＋②＋③） ①海外子会社用 ②その他企業内 ③非関連企業用
Ⅰ産業別
鉱業  12 （0.0） 11 0 1 25 -13
ユーティリティーズ  4 （0.0） 4 0 0 4 0
製造業  22,400 （86.7） 19,000 2,903 497 19,824 2,576
化学  5,629 （21.8） 5,277 340 12 5,831 -202
製薬  4,770 （18.5） 4,450 319 1 4,956 -186
機械  781 （3.0） 705 43 32 774 7
コンピュ ター・電子  5,076 （19.6） 4,236 840 1 4,289 787
通信機器  2,757 （10.7） 2,619 138 0 2,619 138
半導体・電子部品  1,271 （4.9） 921 349 1 942 329
輸送機器  7,926 （30.7） 6,273 1,214 439 6,395 1,531
自動車  7,362 （28.5） 5,763 1,202 397 5,862 1,500
卸売り  796 （3.1） 558 234 4 2,123 -1,327
情報  576 （2.2） （D） （D） 0 305 271
金融・保険  2 （0.0） 2 0 0 （D） （D）
専門・科学・技術サ ビース  1,986 （7.7） 1,402 412 172 1,620 366
その他  65 （0.3） （D） （D） （※） （D） （D）
Ⅱ国別
カナダ  2,729 （10.6） 2,228 469 32 2,667 62
ヨーロッパ  16,874 （65.3） 13,636 2,646 592 15,237 1,637
フランス  1,821 （7.0） 1,696 124 1 1,762 59
ドイツ  4,184 （16.2） 3,248 605 331 3,747 437
アイルランド  815 （3.2） 544 271 0 964 -149
スウェーデン  1,451 （5.6） 543 895 13 612 839
スイス  760 （2.9） 681 78 2 785 -25
イギリス  5,361 （20.8） 4,737 403 221 4,906 455
EU25 カ国  16,048 （62.1） 12,892 2,567 589 14,372 1,676
LA・西半球  726 （2.8） 683 22 21 1,882 -1,156
アフリカ  28 （0.1） 28 0 0 28 0
中東  875 （3.4） 611 263 （※） 613 262
イスラエル  872 （3.4） 609 263 （※） 611 261
アジア・太平洋  4,608 （17.8） 4,134 446 28 4,319 289
日本  1,627 （6.3） 1,436 176 13 1,490 137
シンガポール  704 （2.7） 702 1 （※） 709 -5
合　　計  25,840 （100） 21,320（82.5） 3,846（14.9） 674（2.6） 24,745 1,095
（注）（D）…開示不可。（※）…50 万ドル未満。産業名、国名は主だったものをあげた。
（資料）ibid., TableⅢ， J1, p.194 ならびにⅢ，J2, p.195 より作成。
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まってきている。そして場合によってはノキア（携帯電話）のように本社をわざわざイギリス
に移した企業すらある。 
以上、研究開発投資の動向を概観したので、今度はそこからの果実である、技術特許料収入
（R＆ F）に焦点を当ててみよう。まず R＆ Fの定義とその内容だが、それには様々な定義づ
けや概念規定があって一様ではないが６）、このベンチマークサーベイのメソドロジーによると、
これは無体財産または権利（intangible property or rights）の利用もしくは販売に関わる料金
（手数料）で、具体的には、パテント（特許）、生産工程（プロセス）、トレードマーク（商標）、
コピーライト（著作権）、フランチャイズ、デザイン（意匠）、ノウハウ、フォーミュラ（公式）、
技法（テクニック）、工業所有権、その他の無形財産または所有権を総体的に指す７）としている。
そしてロイヤルティーズとライセンスフィーズの区別だが、関係書などで一般的に流布してい
る説明によると、主要にはその際の支払ないしは受取の形式の違いからきているもので、前者
は売上げ高などに対する一定の比率でその対価を支払う方法で、後者はそれ以外の方法（たと
えば定額または一括支払など）による場合である。一般的には前者が圧倒的にこの世界では支
配的である。というのは、提供された技術は継続的に機能するので、提供側は折角のカネづる
（金の卵）をすぐには失いたくないし、相互で取り交わした契約条項が守られているかどうか
を絶えず監視し、定期的にチェックし、場合によっては契約解除や条件の変更の可能性を保持
しておきたいと考えるからでもある。他方、受け手側にすれば、その技術が有効かつ適切なも
のかどうかをメカニカルな点でのスムーズな稼働ばかりでなく、売れゆきなどからも総合的に
判断したいからであるし、また相手からの一回だけの交渉に終わらせず、日常的に情報交換を
交わし、また定期的な技術指導や保守義務（メンテナンス）も受けたいと思うからでもある。
そうした双方の思惑もあって、ロイヤルティ方式が幅をきかせている。ただし本稿で素材にし
たベンチマークサーベイのデータでは統計上、両者が一緒になっているので、その内訳はわか
らない。とはいえ、いずれにせよ、それはパテントやコピーライトの提供に対するそこからの
受取、つまりは R＆ D投資からの果実だと考えられる点では一致している。そしてこれらを
無形なものが生む成果という意味で、ヴェブレンに嚆矢をもち、会計学でも広く使われている
「グッドウィル」という概念で一括りして、筆者は現代における極めて重要な経済上の利益源
泉として、それに新たな命を吹き込もうとしてきた８）。
さて第 4表からはまず親会社は大幅な受取超過をしている（456 億ドル）ことがわかる。し
かもそれはどの産業にもいえることであって、親会社は R＆ D投資に対する見返りを確実に
実現していることになる。次にその内訳だが、それは主要には親会社と海外子会社との間の企
業内で生まれている（326 億ドル、71.6％）。その意味では企業内技術移転とそれに伴う果実が
親会社側の確実な収入源になっていることがわかる。筆者はアメリカ多国籍企業の内部化され
たヒト、モノ、マネー、技術・情報の移動の太い線がアメリカ多国籍企業の極めて重要な―
むしろ枢要なというべき―もので、その主要なルートを企業内貿易、企業内融資、企業内技
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術移転、そして企業内人材異動におき、そこからの利益源泉を主要には利潤、利子、配当に加
えて、この R＆ Fをあげてきたが、これらのことはそれを端的に示すものである。とりわけ
情報やコンピュータや製薬においてこの傾向は強い。同一企業内での秘匿度が高いのであろう。
もちろん、こうした性向はそれに止まるものではなく、同一企業外からの、外部企業との取引
によっても、技術提携に基づく果実を確実に取得していて、その割合もかなりの部分（28.4％）
を占めている。つまり「秘匿」（内部化）と「伝播」（外部化）の二面戦略の展開である。とり
わけ製造業においては外部企業との技術提携から生じる R＆ Fの受取が 152 億ドル（一方、
海外子会社からは 183 億ドル）もあり、広範な技術提携が展開されていることを示している。
産業別ではその受取は製薬、情報が双璧で、次いで食品とコンピュータがきている。これらは
知財がとりわけ重要な産業として知られていて、それが如実に現われているといえよう。特に
製薬では企業外からの R＆ Fが企業内のそれの約半分ほどを占めていて、広範な知財戦略と
その取得が進んでいることを物語っている。もっともこれは支払においてもいえることで、製
薬では海外子会社への支払（13 億ドル）と外部企業への支払（13 億ドル）はほぼ同じである。
これらは技術や情報の相互交流が進んでいる証左である。こうした結果、収支尻で見ると、そ
の大幅受取超過は情報と製薬が双璧をなしている。なお国別の内訳が開示されていないので、
残念ながら、その内容はこれ以上は不明である。そこで、海外子会社のデータでは国別と産業
別の双方があるので、それで補うことにしよう。
第 5表は海外子会社の R＆ Fを国別に見たものである。海外子会社が受け取った 146 億ド
ルのうち、EU25 カ国は 110 億ドル、75.4％を占めていて、圧倒的である。これらの国に位置
する海外子会社が R＆ Fの獲得拠点になっていることを示すものである。特にアイルランド
の子会社が単独で 39 億ドルもの受取を得ていて、これにオランダの 20 億ドルを加えると、合
わせて 60 億ドルにも上り、ヨーロッパ全域の半分にまで達する。これらは二大 R＆ F獲得拠
点になっている。ただし、両者とも支払も多く、アイルランドは大幅な支払超過を記録してお
り、またオランダは奇妙なことに収支はゼロになっている。もっとも全体的には海外子会社は
支払い超過（322 億ドル）になっていて、とりわけ対親会社との間では大幅な支払超過（270
億ドル）になっている。このことは稼いだ R＆ Fは確実に親会社に吸収されていくことを示
している。その意味では本社吸収型の構造が際立っている。その中心はヨーロッパと日本、シ
ンガポールなどであるが、最大のものは上にも述べたアイルランドである。いずれにせよ、ア
メリカ多国籍企業の極めて有力な利益源泉としての R＆ Fは海外子会社によってもたらされ
ているものである。なお付け加えると、海外子会社間の取引もかなりあり、受取面では海外子
会社は親会社よりも多くの額を他の海外子会社から得ている（対親会社 26 億ドルにたいして、
他の海外子会社からは 85 億ドルも）。もちろん、支払はさらに巨額なので、全体的には支払い
超過になっていることを忘れてはならない。このことは、アメリカ多国籍企業の世界大での企
業内ネットワークが広範に敷設され、機能していることを物語るものである。
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一方、同じことを産業別に見てみると（第 6表）、製薬、情報、PST、卸売り、自動車など
広範な産業分野でおこなわれているが、軒並み支払い超過を記録している。これはいわばアメ
リカ多国籍企業の各産業を横断する共通の特徴になっている。とりわけ、製薬（36 億ドル）、
自動車（27 億ドル）、専門・商業用機器（39 億ドル）、情報（39 億ドル）などでは大幅な支払
超過が生じている。ただし唯一の例外は不動産・レンタル・リースでここでは 24 億ドルの受
取り超過を記録している。それはこの産業分野の特殊な構造―つまりは家賃収入や賃貸料や
メンテナンスと結びつく R＆ Fで、場合によっては、後に触れるその他サービス手数料にも
なるという―を反映していると見るべきだろう。なお子会社相互間の状況を知りたいのだが、
生憎と多くが開示不可（D）となっていて、その詳細を知ることができない。残念なことである。
さてそこで、以上の諸表の提示とそれに基づく分析の上に立って、最後にわれわれの最大の
関心事であるR＆Dの投資収益率を計算してみよう。こうした試みにはこれまでお目にかかっ
たことがなかったので、難渋したが、ここでは単純に R＆ Fを R＆ Dで除してその比率を計
算するという方法をとった。もちろん各企業が年々に投資した R＆ Dから正確に年々の R＆
Fが生まれるという、一対一の対応関係があるわけではないことは承知している。また R＆ F
は過去の R＆ D活動の継続的な成果として長期間にわたって生まれ、かつ継続し続ける、い
わば「カネの成る木」である。したがって、累積効果を計算することが大事だろう。しかしそ
れを既成の出来合いのデータから検出することは、日頃、その台所事情を熟知している企業で
のケーススタデイでもない限りは、事実上、ほとんど不可能である。そこで、今後さらに詳細
で精緻な研究を深める前提として、とりあえずは第一次的接近として、上のようにある年の R
＆ Fをその年の R＆ Dで除して、その収益率をマクロレベルで確定するという手法をとった。
というのは、ある時点での総体としての R＆ Dがどれだけの R＆ Fを生み、それがどのよう
な収益率を持つかは計算できるし、それを出すことは決して無意味ではないからである。そし
てこれを暦年風に追っていけば、そこに一定の傾向性を見つけ出すことができることになるは
ずである。そこで、ここでは 2004 年について出してみた。第 7表はその試みだが、そこでは
親会社の R＆ Dと R＆ F（Ⅰ）、次に海外子会社のもの（Ⅱ）、そして両者を合計した全社的
なもの（Ⅲ）を作ってみた。そうすると、産業によっては、たとえば情報の海外子会社の場合
のように、R＆ D投資（6億ドル）よりも遙かに多くの R＆ F（37 億ドル）が得られている
というような、一見すると解釈に困るようなものもでてくる―ただし累積効果として考える
と、納得できる―が、ⅠとⅡを合わせて全社的規模での収益率を出してみると、34.7％とい
う数字が出てきて、理解の範囲内に収まってくる。それを見ると、全体的には親会社の収益率
は相対的には低く（32.9％）、海外子会社のそれは高い（56.6％）という結果になった。これは
上でも指摘したが、海外子会社が R＆ Fの利益獲得基地であり、それを親会社に運びいれる
―還流させる―ことが海外子会社の重要な仕事になっているということから考えると、そこ
に隠蔽された利益の企業内のルートを使った転送を窺わせていて、これをそのままのものとし
12 関下　稔：21 世紀の多国籍企業の研究開発投資とその果実
第５表　海外子会社の技術特許料（R&F）の受取と支払：国別内訳（2004 年） 
Ⅰ受取 Ⅱ支払
A．企業内 B．非関連企業間 C．企業内
（A＋ B） （①＋②） ①親会社 ②他の海外子会社 （③＋④） ③アメリカ企業 ④外国企業 （C＋ D） （⑤＋⑥） ⑤親会社
カナダ  368 （2.5） 217 53 164 151 99 52  4,183 （8.9） 3,941 2,955
ヨーロッパ  11,773 （80.6） 8,985 1,572 7,414 2,788 794 1,994  28,908 （61.8） 25,441 17,118
フランス  762 （5.2） （D） 177 （D） （D） （D） （D）  2,350 （5.0） 2,098 1,586
ドイツ  1,288 （8.8） 897 89 807 391 102 289  2,947 （6.3） 2,668 1,927
アイルランド  3,937 （26.9） （D） 176 （D） （D） （D） （D）  8,711 （18.6） 7,723 4,809
イタリア  182 （1.2） 163 45 118 19 （※） 18  1,765 （3.8） 1,133 933
オランダ  2,046 （14.0） （D） 585 （D） （D） （D） （D）  2,046 （4.4） 1,912 786
スイス  740 （5.1） （D） 48 （D） （D） （D） （D）  2,796 （6.0） 2,465 1,817
イギリス  1,696 （11.6） 1,287 295 992 409 66 344  4,236 （9.1） 3,819 2,887
EU25 カ国  11,014 （75.4） 8,576 1,517 7,059 2,438 482 1,956  25,485 （54.5） 22,458 15,013
LA・西半球  1,219 （8.3） （D） （D） （D） （D） 15 （D）  4,129 （8.8） （D） （D）
メキシコ  41 （0.3） （D） （D） 20 （D） （D） （※）  1,270 （2.7） 1,247 888
バーミューダ （D） （D） （D） （D） 3 3 0  1,055 （2.2） 1,055 219
アフリカ  39 （0.3） 38 4 34 1 0 1  471 （1.0） （D） （D）
中東  47 （0.3） （D） （D） （D） （D） 0 （D）  152 （0.3） （D） （D）
アジア・太平洋  1,169 （8.0） 683 105 578 486 4 482  8,946 （19.1） 8,352 6,929
オーストラリア  331 （2.2） （D） （D） 37 （D） （D） （D）  908 （1.9） 828 699
中国  28 （0.2） 28 16 12 0 0 0  766 （1.6） 726 677
日本  412 （2.8） （D） （D） 173 （D） （D） （D）  3,350 （7.2） 3,055 2,987
シンガポール  214 （1.5） 213 12 201 1 0 1  2,484 （5.3） （D） （D）
合　　計  14,615 （100） 11,137（76.2） 2,633（18.0） 8,504（58.2） 3,478（24.0） 912（6.2） 2,566（17.6）  46,789 （100） 42,280（90.4） 29,589（63.2）
（注）（D）…開示不可。（※）…50 万ドル未満。国別の内訳は主だったものをあげた。
（資料）ibid., TableⅢ，J7, p.200 より作成。
第６表　海外子会社の技術特許料（R&F）の受取と支払：産業別内訳（2004 年） 
Ⅰ受取 Ⅱ支払
A．企業内 B．非関連企業間 C．企業内
（A＋ B） （①＋②） ①親会社 ②他の海外子会社 （③＋④） ③アメリカ企業 ④外国企業 （C＋ D） （⑤＋⑥） ⑤親会社
鉱業 （※） （※） （※） （※） 0 0 0  260 （0.6） （D） （D）
ユーティリティーズ （D） （D） （D） （D） 0 0 0  9 （0.0） 9 5
製造業  3,908 （26.7） 2,884 851 2,033 1,024 234 790  19,960 （42.7） 17,719 12,511
食品  132 （0.9） （D） （D） 49 （D） （D） （D）  866 （1.9） 685 474
化学  1,941 （13.3） 1,158 390 768 783 150 633  7,576 （16.2） 6,365 5,476
製薬  1,298 （8.9） 581 303 278 717 147 570  4,912 （10.5） （D） （D）
石けん・トイレ用品 （D） （D） （D） （D） 1 1 0  1,151 （2.5） 999 781
機械  167 （1.1） 162 63 99 5 （※） 5  1,200 （2.6） 1,191 670
コンピュ ター・電子  127 （0.9） （D） （D） （D） （D） （※） （D）  1,514 （3.2） 1,473 963
輸送機器  1,062 （7.3） 956 246 710 106 63 42  3,800 （8.1） 3,635 1,924
自動車  1,052 （7.2） 947 237 709 105 63 42  3,741 （8.0） （D） 1,890
卸売り  1,545 （10.6） 1,131 232 899 413 326 87  9,288 （19.9） 8,143 6,007
専門・商用機器  72 （0.5） （D） （D） （D） （D） （※） （D）  4,047 （8.6） 3,502 2,977
薬品  846 （5.8） （D） （D） （D） （D） （D） （D）  2,081 （4.4） 1,898 1,354
情報  3,698 （25.3） （D） 83 （D） （D） 0 （D）  7,613 （16.3） 7,469 3,658
出版  2,773 （19.0） （D） 72 （D） （D） 0 （D）  5,770 （12.3） 5,769 3,122
金融・保険 （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D）  228 （0.5） 165 137
専門・科学・技術サ ビース  1,674 （11.5） 1,550 52 1,498 123 （D） （D）  6,075 （13.0） （D） （D）
その他  3,315 （22.7） 2,496 1,413 1,082 819 318 501  3,356 （7.2） 3,278 2,555
小売り  17 （0.1） 16 6 10 2 0 2  1,389 （3.0） （D） （D）
不動産・レンタルリー ス  2,792 （19.1） 2,035 1,385 651 756 279 477  426 （0.9） 422 297
合　　計  14,615 （100） 11,137（76.2） 2,633（18.0） 8,504（58.2） 3,478（24.0） 912（6.2） 2,566（17.6）  46,789 （100） 42,280（90.4） 29,589（63.2）
（注）（D）…開示不可。（※）…50 万ドル未満。産業の詳細は主だったものをあげた。
（資料）ibid., TableⅢ，J8, p.201 より作成。
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（単位：100 万ドル，％）
Ⅱ支払 Ⅲ収支（Ⅰ－Ⅱ）
D．非関連企業間 ⑨企業内 ⑩ 子－親間 ⑪ 子－子間 ⑫非関連企業間 ⑬対アメリカ企業 ⑭対外国企業 ⑮全体
⑥他の海外子会社 （⑦＋⑧） ⑦アメリカ企業 ⑧外国企業 （A－ C） （①－⑤） （②－⑥） （B－ D） （③－⑦） （④－⑧） （Ⅰ－Ⅱ）
986 242 223 20 － 3,724 － 2,902 － 822 － 91 － 124 32 － 3,815
8,324 3,466 3,017 450 － 16,456 － 15,546 － 910 － 678 － 2,223 1,544 － 17,135
512 252 176 76 （D） － 1,409 （D） （D） （D） （D） － 1,588
740 279 231 48 － 1,771 － 1,838 67 112 － 129 241 － 1,659
2,914 988 930 58 （D） － 4,633 （D） （D） （D） （D） － 4,774
199 633 603 30 － 970 － 888 － 81 － 614 － 603 － 12 － 1,583
1,126 134 123 11 （D） － 201 （D） （D） （D） （D） 0
648 331 293 38 （D） － 1,769 （D） （D） （D） （D） － 2,056
932 416 279 138 － 2,532 － 2,592 60 － 7 － 213 206 － 2,540
7,445 3,026 2,621 406 － 13,882 － 13,496 － 386 － 588 － 2,139 1,550 － 14,471
1,790 （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D） － 2,910
359 23 22 1 （D） （D） － 339 （D） （D） － 1 － 1,229
836 1 0 1 （D） （D） （D） 2 3 － 1 （D）
112 （D） （D） （D） （D） （D） － 21 （D） （D） （D） － 432
55 （D） （D） （※） （D） （D） （D） （D） （D） （D） － 105
1,423 594 428 166 － 7,669 － 6,824 － 845 － 108 － 424 316 － 7,777
128 81 40 40 （D） （D） － 91 （D） （D） （D） － 577
49 41 40 （※） － 698 － 661 － 37 － 41 － 40 －（※） － 738
69 295 264 31 （D） （D） 104 （D） （D） （D） － 2,938
796 （D） （D） （※） （D） （D） － 595 （D） （D） 1 － 2,270
12,690（27.1） 4,509（9.6） 3,787（8.1） 722（（1.5）） － 31,143 － 26,956 － 4,186 － 1,031 － 2,875 1,844 － 32,174
（単位：100 万ドル，％）
Ⅱ支払 Ⅲ収支（Ⅰ－Ⅱ）
D．非関連企業間 ⑨企業内 ⑩ 子－親間 ⑪ 子－子間 ⑫非関連企業間 ⑬対アメリカ企業 ⑭対外国企業 ⑮全体
⑥他の海外子会社 （⑦＋⑧） ⑦アメリカ企業 ⑧外国企業 （A－ C） （①－⑤） （②－⑥） （B－ D） （③－⑦） （④－⑧） （Ⅰ－Ⅱ）
28 （D） 5 （D） （D） （D） － 28 （D） － 5 （D） － 260
4 0 0 0 （D） （D） （D） 0 0 0 （D）
5,208 2,241 1,949 291 － 14,835 － 11,660 － 3,175 － 1,217 － 1,715 499 － 16,052
211 181 175 5 （D） （D） － 162 （D） （D） （D） － 734
889 1,211 1,126 85 － 5,207 － 5,086 － 121 － 428 － 976 548 － 5,635
400 （D） （D） （D） （D） （D） － 123 （D） （D） （D） － 3,614
218 152 117 35 （D） （D） （D） － 151 － 116 － 35 （D）
521 9 5 4 － 1,030 － 607 － 422 － 4 － 5 1 － 1,033
511 40 5 36 （D） （D） （D） （D） － 5 （D） － 1,387
1,711 165 98 67 － 2,679 － 1,678 － 1,001 － 59 － 35 － 25 － 2,738
（D） （D） （D） （D） （D） － 1,653 （D） （D） （D） （D） － 2,689
2,136 1,146 976 169 － 7,012 － 5,775 － 1,237 － 733 － 650 － 82 － 7,743
526 544 490 54 （D） （D） （D） （D） － 490 （D） － 3,975
544 183 138 44 （D） （D） （D） （D） （D） （D） － 1,235
3,811 144 10 134 （D） － 3,575 （D） （D） － 10 （D） － 3,915
2,648 1 （※） 1 （D） － 3,050 （D） （D） －（※） （D） － 2,997
28 63 （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D）
753 （D） （D） （D） （D） － 85 745 60 （D） （D） － 4,401
723 78 （D） （D） － 782 － 1,142 359 741 （D） （D） － 41
405 （D） （D） 0 （D） （D） － 395 （D） （D） 2 － 1,372
126 3 3 0 1,613 1,088 525 753 276 477 2,366
12,690（27.1） 4,509（9.6） 3,787（8.1） 722（1.5） － 31,143 － 26,956 － 4,186 － 1,031 － 2,875 1,844 － 32,174
14 関下　稔：21 世紀の多国籍企業の研究開発投資とその果実
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て受け入れることはできないだろう。しかしながら、全体としてアメリカ多国籍企業が全世界
的に集めている R＆ Fの総額は判明していて、この 34.7％という数字は極めて高率で潤沢な
利益還元であるといえよう。ここにこそ、アメリカ多国籍業の利益源泉がある。知財中心型経
営スタイルが一目瞭然である。とりわけ産業別では、多くの R＆ Fを生み出しているところ
としては、情報（58.2％）、製薬（20.8％）、コンピュータ（4.6％）といったところだが、その
収益率をみると、高いものから低いものまで産業的なばらつきがあって、一様ではない。
最後にトランスファープライスやタックスヘイブンや多国間に跨る為替操作などに象徴され
る、多国籍企業の利益操作や価格操作、あるいは納税戦略などの不透明さの一貫として、ここ
では海外子会社の R＆ F支払と親会社の受取の間の数字上の齟齬について触れておこう。第 1
図はこれを見たものだが、親会社サイドのデータは非銀行海外子会社全てに関するデータ、海
外子会社サイドのデータはMOFA（多数株所有海外子会社）に限定したデータである。これ
でみると、アメリカ親会社の海外子会社からの受取は 355 億ドルあるのに対して、海外子会社
の親会社への支払は 296 億ドルで、その間に 59 億ドルもの差額がでている。これは何故であ
ろうか。反対に親会社の支払（29 億ドル）と海外子会社の受取（26 億ドル）の間にも 3億ド
ル程の差があるが、前者程ではない。これらの数値はいずれも親会社側の過大表示（あるいは
過大回収）になっているが、この差を全て全子会社と多数株所有子会社（MOFA）との、集計
母数の差と断定してよいのだろうか。そこに何らかの利益操作の可能性はないのだろうか。そ
れにしても巨額の差である。これ以上は追求できないので、とりあえずはここで注意ないしは
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A．海外子会社サイドからの統計（MOFAベース）
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B．アメリカ親会社サイドからの統計（全子会社ベース）
第１図　アメリカ多国籍企業の技術特許料（R&F）収入：受取と支払（2004 年）（単位：100 万ドル）
A．海外子会社の R&F（MOFAベース）
受取 支払 収支
対親会社 ① 2,633 ④ 29,589 ①－④－ 26,956
対他の子会社 ② 8,504 ⑤ 12,690 ②－⑤－ 4,186
Ⅰ．企業内合計 11,137 42,280 － 31,143
その他の企業 ③ 3,478 ⑥ 4,509 ③－⑥－ 1,031
Ⅱ．合　計 14,615 46,789 － 32,174
B．アメリカ親会社の R&F（全子会社ベース）
受取 支払 収支
Ⅲ．対海外子会社 ⑨ 35,551 ⑦ 2,938 ⑨－⑦ 32,613
（企業内）
対その他企業 ⑩ 18,453 ⑧ 5,488 ⑩－⑧ 12,965
Ⅳ．合計 54,005 8,427 45,578
C．両データの比較
Ⅴ．アメリカ親会社－海外子会社間
　ⅰ）アメリカ親会社の受取　⑨ 35,551 海外子会社の支払　④ 29,589
　ⅱ）アメリカ親会社の支払　⑦ 2,938 海外子会社の受取　① 2,633
（資料）ibid., 第４表、第５表と同じ。
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疑問を提示しておこう。なお R＆ Fの相対的な位置だが、ベンチマークサーベイの他のデー
タと付き合わせると、海外子会社があげた収益の内、配当が 2125 億ドル、利子が 897 億ドル、
税金が 1512 億ドル、それぞれ親会社等に支払われているが９）、それにたいして、子会社のあげ
た R＆ Fの支払はこれまで見たように 468 億ドルである。この額は配当の約 4分の 1、利子の
約半分である。これをどう考えるべきであろうか。これについては次節で再度取り上げること
にしたい。
2．在米外国子会社とその海外親会社との間のR＆Dと R＆ F
－ FDIUS2002 の分析－
ここで検討の素材とするのは、同じくアメリカ商務省の 2002 年の対米直接投資ベンチマー
クサーベイ Foreign Direct Investment in the United States: Final Results from the 2002 
Benchmark Survey, October 2006 である。ただし、前節のアメリカ多国籍企業の R＆ D活動
についてのデータと比べると、在米外国子会社のデータは不十分であることは否めない。その
ため、必要と思われる多くの資料が表示できない。またこれは外国多国籍企業の在米子会社に
関するデータであって、これら外国多国籍企業がアメリカ以外でどのような活動を展開してい
るかのデータはここにはない。こうした限界をまず踏まえておかなければならない。そこでま
ず最初に在米外国子会社の R＆ Dの位置を先の第 1表に基づいて確認しておこう。これで見
ると、在米外国子会社の R＆ D支出はアメリカ全体の R＆ D支出の 14％前後を占めている。
これはアメリカ多国籍企業親会社が占めている 70％以上と比較すると、もちろん少ないとはい
え、それ相当の位置にあり、したがってアメリカの R＆ D投資全体の中で在米外国子会社は
確たる位置を占めているといえよう。因みにアメリカ多国籍企業親会社のそれと比較すると、
およそその 5分の 1程度の水準である。
そこで次に、在米外国子会社の産業別ならびに国別の R＆ D投資を見てみよう。本来なら、
両者をクロスさせて見るべきなのだが、開示不可が多くて、それができない。したがって、国
別と産業別を並列させておいた。第 8表を見てみよう。産業別に見ると、海外子会社の R＆
D275 億ドルの内、製造業が 201 億ドル、73％を占めていて、断然多い。それは製薬（64 億ドル）、
コンピュータ（50 億ドル）、自動車（30 億ドル）、通信機器（21 億ドル）が主要である。これ
らを合わせると、165 億ドルに達し、比率では全体の過半（52％）を占めることになる。これ
らはいずれもアメリカ国内市場において人気の高い分野であり、また人気商品を多く抱えてい
る産業でもあって、とりわけ外国企業の浸透が強い分野でもある。それが如実に反映されてい
る。さらに特徴的なのは、アメリカでの外国企業の進出の特色が商業的活動に主眼が置かれて
いるということが、R＆ Dにも反映されていて、卸売りが 48 億ドル、18％程も占めているこ
とである。商業活動との連関が想像される。しかもこの業界では実績（48 億ドル）と計画（39
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億ドル）の間の差が 10 億ドルも開いている（全体では 16 億ドル程）。当初の予定を超えた追
加的な R＆ D投資が進んでいることを示している。
他方で、国別に見ると、なんといってもヨーロッパ（205 億ドル、75％）と日本（32 億ドル、
12％）、それにカナダ（16 億ドル、6％）の、先進国多国籍企業が圧倒的（93％）に強く、彼ら
の独壇場である。とりわけ、単独ではドイツ（59 億ドル、21.3％）とイギリス（54 億ドル、
第８表　在米外国子会社の産業別ならびに国別の研究開発（R&D）投資：2002 年）
 （単位：100 万ドル，％）
Ⅰ実績 Ⅱ計画 Ⅰ－Ⅱ
（①＋②＋③） ①在米外国子会社 ②連邦政府 ③その他
Ⅰ産業別
製造業  20,128 （73.2） 19,063 512 553 20,143 － 15
化学  7,610 （27.7） 7,365 5 240 8,091 － 481
製薬  6,373 （23.2） 6,138 0 235 6,852 － 479
機械  1,681 （6.1） 1,528 （D） （D） 1,534 147
コンピュ ター・電子  4,985 （18.1） 4,449 （D） （D） 4,633 352
通信機器  2,055 （7.5） 2,055 0 0 2,088 － 33
輸送機器  3,302 （12.0） （D） （D） 9 3,368 － 66
自動車  3,041 （11.1） （D） （D） 9 3,045 － 4
卸売り  4,855 （17.7） 3,782 （D） （D） 3,864 991
小売り （D） （D） 0 0 （D） （D）
情報  803 （2.9） 781 （D） （D） 782 21
金融・保険 （D） （D） （D） 0 （D） （D）
不動産・レンタルリー ス  9 （0.0） 9 0 0 9 0
専門・科学・技術サ ビース  1,119 （4.1） 508 （※） 611 509 610
その他 （D） 290 （D） 0 298 （D）
Ⅱ国別（UBO）
カナダ  1,599 （5.8） 1,408 1 191 1,509 90
ヨーロッパ  20,532 （74.6） 18,593 （D） （D） 19,556 976
フランス  2,860 （10.4） 2,854 5 1 2,894 － 34
ドイツ  5,863 （21.3） 5,446 （D） （D） 5,506 357
オランダ  1,696 （6.2） 1,685 （※） 11 1,726 － 30
スイス  2,920 （10.6） 2,820 0 101 3,439 － 519
イギリス  5,427 （19.7） 4,071 （D） （D） 4,237 1,190
EU15 カ国  17,554 （63.8） 15,716 500 1,337 16,058 1,496
LA・西半球  1,066 （3.9） 1,018 （D） （D） 1,041 25
バーミューダ （D） （D） （※） 0 829 （D）
アフリカ  33 （0.1） 33 0 0 33 0
中東  175 （0.6） 175 0 0 176 － 1
アジア・太平洋  3,413 （12.4） 2,792 0 621 2,876 537
日本  3,159 （11.5） 2,551 0 608 2,636 523
アメリカ  689 （2.5） 689 0 0 689 0
合　　計  27,507 （100） 24,708（89.8） 547（2.0） 2,253（8.2） 25,881 1,626
（注）（D）…開示不可。（※）…50 万ドル未満。産業及び国は主なもののみ。
（資料） Foreign Direct Investment in the United States, Final Results from the 2002 Benchmark Survey, 
U.S. Department of Commerce, October 2006 TableⅢ．I 4, p.194 ならびに TableⅢ．I 5, p195 よ
り作成。
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19.7％）が筆頭で、これらの国の多国籍企業が、売上げでの日本企業の突出した割合とは反対に、
アメリカでの研究開発の先頭を切っているのがわかる。日本、スイス、フランスはそれぞれ
10％程度を占めていて、合わせると、5カ国で 70％を超えることになる。それに比べると、新
興国や途上国の企業はまだ到底そこまでは至っていないといえよう。しかも R＆ Dの目的は、
もちろん在米子会社自身に向けたものがほとんど（90％）であり、アメリカにおいて、在米外
国企業自身が、自社製品の開発のために、R＆ D投資を積極的におこなっている姿が彷彿とさ
れる。もっとも、少ないながらも他社のために R＆ Dをおこなっているものも 22 億ドル（8％）
ほどあり、外部組織との提携がないわけではない。
今度は第 9表で R＆ Fについての資料を見てみよう。ここでも産業別と国別を並列させざ
るを得ない。具体的に見ていく前に、ここでの統計表示の特徴について注意しておくと、事態
をアメリカサイドから見ているので、在米外国子会社の支払はプラスになり、その受取はマイ
ナスになるという、国際収支表の表記方法に従っている。したがって、収支尻で見た場合、マ
イナス表示になっていれば、それは在米外国子会社の受取り超過を意味し、プラスなら、その
反対に支払い超過を意味することになる。そこで具体的な数字だが、総計で見た場合、在米子
会社の R＆ Fは 76 億ドルの支払い超過になっている（つまりアメリカの国際収支表上ではプ
ラスの効果をもつ）。これは、在米外国子会社はアメリカで R＆ Fを稼ぐよりも、その反対に
多くを支払っているということになり、研究開発（R＆ D）の果実はまだ十分に生まれていな
いことになる。巷間いわれている、外国企業の対米進出の理由の一つはアメリカの最新技術の
習得にあるという根拠も宜（むべ）なるかなと思わせる。その点ではアメリカ多国籍企業の行
動パターンとは正反対である。もっとも前節で見たように、アメリカの海外子会社も同様に支
払超過だったが、それは多くアメリカの本社に送られていた。これは、R＆ Fが生まれないの
ではなく、その果実が本社に還流されてしまっているだけである。だからアメリカ多国籍企業
全体では極めて多くの R＆ Dからの果実（R＆ F）を生み出していたし、とりわけ子会社自
身の R＆ D収益率は親会社よりも高かったくらいである。ここには外国多国籍企業の全体的
な R＆ D活動と R＆ Fを見るデータがないので、最終的な判定は下せないが、それを補うた
めに在米外国子会社の R＆ D収益率を前節と同様に算出してみた。それでいうと、検討に値
するようなものはまったく得られない（全体でわずか 6.1％という数字である）。貧弱な R＆
D収益率である。それよりもむしろ注目すべきは、R＆ F以外のサービス手数料の受取り超過
（47 億ドル）である。在米外国子会社は R＆ Fを 17 億ドルしか受取っていないのに、その他
の民間サービス手数料（OPS）を 154 億ドルも受取っている。約 10 倍である。この OPSはメ
ソドロジ－の説明によると、サービスチャージ（マネジメント料、専門サービス料、技術指導
料）、有形資産の使用料（リース料やレンタル料を含む）、それにフィルムとテレビビデオのレ
ンタル料から成るという 10）。その意味でも、R＆ Dを中心において、その果実を確実にものに
しているアメリカ多国籍企業とは反対に、R＆ Fよりもそれ以外のサービス手数料（OPS）の
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獲得に外国多国籍企業は重点を置いている。商業活動主体的な、この在米外国子会社のアメリ
カでの活動の特徴は、アメリカ企業とは対照的で、また極めて異例でもある。それはアメリカ
多国籍企業の国際生産の特徴が、再加工用中間財（p）＞再販売用完成財（s）にあり、まさに
多国間に跨る製造活動の展開にあったとすれば、外国多国籍企業の場合はその反対に p＜ sと
いう傾向を持ち、完成品のアメリカ国内での販売に主眼を置く商業活動中心型―日本企業は
その典型であり、かつ頂点に位置する―であるという、両者の対照性という、筆者の分析結
第９表　在米外国子会社の産業別ならびに国別の技術特許料（R&F）収入（2002 年）
 （単位：100 万ドル，％）
Ⅰ R&F Ⅱその他民間サービス手数料（OPS） Ⅲ R&D収益率
収支
（①－②） ①支払 ②受取
収支
（③－④） ③支払 ④受取
（②／第８
表のⅠ）
Ⅰ産業別
製造業 4,259 5,443 1,183 1,141 5,324 4,182 5.9％
食品 650 651 2 196 271 75 0.6
化学 501 1,245 744 － 482 863 1,344 10.1
製薬 － 77 648 725 － 438 526 964 11.4
プラスチック 238 239 2 110 185 75 0.7
機械 202 （D） （D） 60 726 666 （D）
コンピュータ・電子 150 （D） （D） － 81 288 369 （D）
輸送機器 1,932 （D） （D） 178 823 645 （D）
卸売り 2,093 2,223 129 － 3,823 1,043 4,866 2.7
自動車 1,285 1,285 0 － 132 181 313 0
小売り 3 64 62 146 264 118 （D）
情報 （D） （D） 65 － 174 1,124 1,298 （D）
金融・保険 62 （D） （D） － 810 1,091 1,901 （D）
不動産・レンタルリー ス 56 56 0 － 19 45 64 0
専門・科学・技術サ ビース 56 231 175 － 1,051 420 1,471 15.6
その他 （D） 268 （D） － 158 1,322 1,480 （D）
Ⅱ国別（UBO）
カナダ 176 226 50 844 1,248 404 3.1
ヨーロッパ 2,834 4,222 1,388 － 2,044 7,894 9,938 6.8
フランス 709 （D） （D） － 563 1,002 1,565 （D）
ドイツ 1,125 1,247 122 － 60 1,834 1,894 2.1
オランダ 489 493 4 936 2,247 1,311 0.2
イギリス － 199 376 575 － 430 1,495 1,925 10.6
EU15 カ国 2,234 3,366 1,132 － 1,622 7,490 9,112 6.4
LA・西半球 284 308 24 （D） 559 （D） 2.3
アフリカ （※） （※） 0 3 5 2 0
中東 0 0 0 （D） 4 （D） 0
アジア・太平洋 4,352 4,556 205 － 3,613 902 4,516 6.0
日本 4,134 4,319 185 － 2,922 783 3,704 5.9
アメリカ － 6 1 7 16 21 5 1.0
合　　計 7,640 9,313 1,673 － 4,748 10,634 15,381 6.1
（注） （D）…開示不可。（※）…50 万ドル未満。産業ならびに国は主なもの。アメリカからみているので
支払い超過はマイナス、受取り超過はプラスとなる。
（資料）ibid., TableⅡ．N1, p.42 ならびに TableⅡ．N2, p43 より作成。
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果 11）と見事に符合していて、その特徴を確固たるものにしている。したがって、この評価は
21 世紀初頭では不動にすら見える。
最後に在米外国子会社の資本と収益の全体的な構図を示すものを第 10 表ならびに第 11 表で
表示してみよう。これは前節でのアメリカ多国籍企業の分析の際には表示できなかったもので
ある。これを見ると、FDIを資本面から見る際の三つのの構成部分である、①株式（equity, E）、
②収益再投資分（reinvested earnings, RE）、③企業内融資（intercompany debt, ICD,ただし
OECD流には intercompany loans, ICL）と、この R＆ Fや、あるいは本節で見たその他民
間サービス手数料（OPS）との比較、さらには海外直接投資収入（direct investment income）
や対米直接投資ポジションとの比較までもが一望にできる。ここでも、アメリカサイドからの、
多くは国際収支統計上の視点なので、在米外子会社のプラス表示は支払超過（またはアメリカ
への流入）、マイナス表示は受取超過（またはアメリカからの流出）をそれぞれ示している。
またネットの数字だと、差し引きした数字だけが示されていて、それぞれどれだけの支払と受
取の取引がおこなわれたかは出てこない。またこれは国際収支表に即して集計されていること
などの集計方法の違いもあってか、これまで本節で見てきた R＆ Fやその他の民間サービス
手数料（OPS）の額と一致していない。その点は気にせず、ここでの数字そのものを見ていく
ことにする。そこで、まず全体的な構図だが、対米直接投資からの収入 160 億ドルに対して、
R＆ Fは 75 億ドルであり、その他の民間サービス手数料（OPS）は 38 億ドルである。そうす
ると、R＆ Fは直接投資からの収入の約半分（46％）ということになり、いずれも在米外国子
会社にとっては支払超過であるが、アメリカの国際収支への貢献度は R＆ Fのほうが直接投
資収入よりも小さいということになる。一方、その他の民間サービス手数料（OPS）は大幅な
受取超過であり、在米外国子会社は大いに稼いでいるわけだが、アメリカの国際収支上ではマ
イナスの効果を持ち、R＆ Fの半額程を減らしていることになる。また資本流入の中身を見る
と、株式が最も大きく（1194 億ドル）、次いで企業内での融資がその十分の一ほどだが（113
億ドル）、いずれも在米外国子会社によって持ち込まれて、アメリカ国際収支上はプラス効果
を果たしている。一方アメリカで稼いだ利益の再投資分（RE）は 173 億ドルも形式上はアメ
リカから出て行く形になって、マイナス効果を果たしている。それらを差し引きすると、1138
億ドルの資本流入があったことになる。そして全体としての対米直接投資ポジションは 1兆
1977 億ドルにも上っている。
以上の全体的な傾向を産業別に見てみよう（第 10 表）。全体的に製造業の比率が相対的に低
く、卸売り以下のその他の産業の割合が優勢な傾向にあるが、R＆ Fとその他の民間サービス
手数料（OPS）に限定すると、前者では製造業（41 億ドル）の半分を卸売りが占め（20 億ドル）、
それに開示不可になっているが、多分、情報が大口を形成していると思われる。それらが、支
払超過の主なところである。その他の民間サービス手数料（OPS）は反対に受取超過だが、そ
れは卸売り（29 億ドル）と PST（10 億ドル）、それに運輸サービス（7億ドル）によって稼ぎ
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出されている。他方、国別に見ると（第 11 表）、R＆ Fの支払超過は日本（39 億ドル）と
EU15 カ国（22 億ドル）によってほとんどが作られている。これに対して、その他の民間サー
ビス手数料（OPS）はこれも日本（20 億ドル）と EU15 カ国（16 億ドル）によって作られて
いるが、その方向性―アメリカの国際収支上の効果―は反対向きである。前者が支払超過な
のにたいして、後者は受取超過である。しかしネットでの統計のせいか、両者を合わせると、
R＆ Fの支払がその他民間サービス手数料（OPS）の受取を凌駕していて、全体ではアメリカ
の国際収支上、プラス効果（37 億ドル）を果たしていることになる。
小括
最後に簡単なまとめをしておこう。本稿ではこれまで実態的に数字上の確定を果たしてこら
れなかった研究開発投資とその果実について、アメリカ多国籍企業の海外直接投資センサス
（2004 年）と外国多国籍企業の対米直接投資センサス（2002 年）を基にして、より立ち入って
分析し、その筋立てを叙述してみた。その過程はここでは繰り返さないが、筆者の目指すグッ
ドウィルの解明に一歩でも近づけたであろうか。アメリカ多国籍企業の高い研究開発投資（R
＆ D）収益率と海外子会社による本社への過剰とも見えるその果実（R＆ F）の還流、そして
他方ではそれとは対照的な外国多国籍企業の在米子会社の、研究開発収益率の貧弱な姿と、む
しろ OPSの活発な稼得とは、ものの見事、アメリカ多国籍企業の国際生産の進展と外国多国
籍企業の対米展開に当たっての商業的特性との対比として、鮮やかに照らし出された。このこ
とがなんといっても本稿の最大の成果である。なおこれに続いて、本稿で触れた OPSについ
てのさらに立ち入った分析や、国際直接投資を中心に据えた資本の運動について、さらに検討
を加えて、全体としてより豊富で立体的な構造を明るみに出したい。
（2011 年 8 月 4 日脱稿）
（注）
１）関下稔「R＆ D投資の国際化と多国籍企業の海外子会社－グローバル時代の技術の「秘匿」と「伝播」
の二面戦略の新展開－」関東学院大学経済学会研究論集『経済系』第 246 集、2011 年 1 月。
２）関下稔「21 世紀アメリカの競争力強化思想の旋回－「イノベートアメリカ」の深層に迫る－」『立命
館国際研究』23 巻 1 号、2010 年 6 月、同「21 世紀アメリ先端産業の焦燥と希望と苦悩－「アメリカ
競争力法」への多様な道のりを探る－」『立命館国際研究』23 巻 2 号、2010 年 10 月。
３）関下稔『国際政治経済学の新機軸－スーパーキャピタリズムの世界－』晃洋書房、2009 年、ならびに
同「知識資本の時代」関下稔、中川涼司編『知識資本の国際政治経済学－知識・情報・ビジネスモデ
ルのグローバルダイナミズム－』同友館、第 1章、2010 年、所収。
４）関下稔「21 世紀の多国籍企業概説：日－米－中トライアングル関係の経済的基軸を考える」『立命館
国際地域研究』第 34 号、2011 年 10 月、同「21 世紀の多国籍企業の企業内貿易とその含意－
USDIA2004 と FDIUS2002 の比較をもとに－」『立命館国際研究』24 巻 2 号、2011 年 10 月。
５）詳しくは関下稔『多国籍企業の海外子会社と企業間提携－スーパーキャピタリズムの経済的両輪－』
24 関下　稔：21 世紀の多国籍企業の研究開発投資とその果実
第 7章、晃洋書房、2006 年、参照。
６）筆者は知財と関連づけるなどして、これについて定義づけと分類をおこなった。たとえば、関下稔「知
識資本の時代」前掲、同「R＆ D投資の国際化と多国籍企業の海外子会社－グローバル時代の「秘匿」
と「伝播」の二面戦略の展開－」前掲。参照。
７）U.S. Direct Investment Abroad: 2004 Final Benchmark Data, U.S. Department of Commerce, 2008, 
M-25.
８）最近のものでは関下稔「知識資本の時代」前掲、参照。
９）U.S.Direct Investment Abroad: 2004 Final Benchmark Data,op.cit., p.204.
10）U.S. Direct Investment Abroad: 2004 Final Benchmark Data, U.S. Department of Commerce 2008, 
op.cit., M-26.
11）詳しくは関下稔「21 世紀の多国籍企業の企業内貿易とその含意」前掲、参照。
（本稿は 2011 年度国際地域研究所重点プロジェクト「日米中トライアングルの国際政治経済構造―膨張す
る中国と日本―」の研究成果の一部である。）
